
 

 

東京都北区住宅対策審議会小委員会運営要綱 

 

               平成３０年１１月１３日３０北ま住第２１０２号 

                           
 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、東京都北区住宅対策審議会運営要綱（平成８年３月７北環住第

８２０号。以下「審議会運営要綱」という。）第１２条第４項の規定に基づき、東

京都北区住宅対策審議会小委員会（以下「小委員会」という。）の組織及び運営に

ついて必要な事項を定めるものとする。 

 

（委員長及び副委員長） 

第２条 委員長は、小委員会を代表し、会務を総理する。 

２ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき又は委員長が欠けたときは、

その職務を代理する。 

 

（会議） 

第３条 小委員会は、委員長が招集する。 

２ 小委員会は、委員の半数以上の出席がなければ会議を開くことができない。 

３ 小委員会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、委

員長の決するところによる。 

４ 小委員会は、必要があると認めたときは、委員以外の者を小委員会に出席させて

意見を述べさせ、又は説明させることができる。 

 
（招集の通知） 
第４条 委員長は、前条第１項の規定に基づき小委員会を招集しようとするときは、

やむを得ない場合を除き、開会日の３日前までに、会議の日時、場所及び議題を示

して、委員に通知をしなければならない。 
２ 委員は、招集の通知を受けた場合において、出席できないときは、あらかじめ、

その旨を委員長に申し出なければならない。 
 
（議長） 
第５条 委員長は、会議の議長となる。 
 
（発言の制止等） 
第６条 委員長は、議事の整理上必要があると認めるときは、発言を制止し、又は議

事を中止することができる。 
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（会議の公開） 
第７条 会議は、公開を原則とする。ただし、小委員会の議決で非公開とすることが

できる。 
２ 傍聴人の定員は、委員長が定める。 
３ 会議を傍聴しようとする者は、先着順に傍聴人名簿に所要事項を記入し、所定の

席において傍聴するものとする。 
 
（傍聴をすることができない者） 
第８条 次の各号の一に該当する者は、傍聴席に入ることができない。 
（１）凶器その他人に危害を加え、又は迷惑を及ぼすおそれのある物を携帯している  
  者 
（２）酒気を帯びていると認められる者 
（３）その他議事を妨害することを疑うに足りる顕著な事情が認められる者 
２ 委員長は、必要と認めたときは、傍聴人に対し、係員をして、前項第一号に規定

する物品を携帯しているか否かを質問させることができる。 
３ 委員長は、前項の質問を受けた者がこれに応じないときは、その者の入場を禁止

することができる。 
４ 児童及び乳幼児は、傍聴席に入ることができない。ただし、委員長の許可を得た

場合は、この限りでない。 
 
（傍聴人の守るべき事項） 
第９条 傍聴人は、傍聴席にあるときは、静粛を旨とし、次の事項を守らなければな

らない。 
（１）言論に対して拍手その他の方法により公然と可否を表明しないこと。 
（２）談論し、放歌し、高笑し、その他騒ぎ立てないこと。 
（３）飲食又は喫煙しないこと。 
（４）みだりに席を離れないこと。 
（５）不体裁な行為又は他人の迷惑となる行為をしないこと。 
（６）その他会場の秩序を乱し、又は議事の妨害となるような行為をしないこと。 
２ 傍聴人は、傍聴席において写真、ビデオ等を撮影し、又は録音をしてはならない。

ただし、特に委員長の許可を得た場合は、この限りでない。 
３ 傍聴人は、すべて係員の指示に従わなければならない。 
４ 傍聴人がこの要綱に違反するときは、委員長はこれを制止し、その命令に従わな

いときは、これを退場させることができる。 
 
（議事録） 
第１０条 委員長は、次に掲げる事項を記載した議事録を作成保存するものとする。 
（１）会議の開催日時及び場所 
（２）出席した委員等の氏名 



 

 

（３）会議に付した議題 
（４）議事の概要 
（５）その他必要な事項 
２ 前項の規定により作成した議事録は公開とする。ただし、第７条第１項ただし書

の規定に基づいて会議を公開しなかった議事及び公開することにより公正かつ円滑

な議事運営が著しく損なわれると認められる部分は、この限りでない。 
３ 議事録には、委員長及び委員長が指名する委員が署名するものとする。 
 
（庶務） 

第１１条 小委員会の庶務は、まちづくり部住宅課において処理する。 

 

（委任） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、小委員会の運営について必要な事項は、小

委員会が定める。 

 

   付 則（平成３０年１１月１３日区長決裁３０北ま住第２１０２号） 
この要綱は、平成３０年１１月１３日から施行する。 



北区住宅マスタープラン改定

第1 回小委員会におけるご意見と対応

項目 ご意見 対応

高齢者・障害者への対
応

基本計画２０１５で、北区の最重要課題として、
高齢化への対応が抜けている理由は何かあるの
か。

基本計画内の３つの優先課題で「長生きするなら北区が一番」とし
て高齢者への対応について記載している。基本計画２０１５では、
さらに最重要課題として「地域のきずなづくり」「子育てファミ
リー層・若年層の定住化」を２つ加えている形になっている。

高齢者・障害者への対
応

精神障害者は行政（区営住宅など）で受け入れら
れないのか。

障害者・障害児のサポートとして、グループホームは、障害者
福祉計画のなかで、数年間で１０～１５名増やすようにしてい
る。

高齢者・障害者への対
応

幼児と高齢者の施設を組み合わせた施設などは北
区では考えられるか。

シルバーピア等の整備にあたっても、（保育園などとの）併設につ
いて取組を進めている。

高齢者・障害者への対
応

病院に通いながら生活をしている単身世帯に、
見守り制度をつけることも、北区が住みやすい
区であることをアピールするには必要ではない
か。

単身高齢者の見守りについても様々な施策を進めている。地域包括
ケアシステムの中で、高齢者が元気に暮らしていくためには、見守
りが重要なので、今後も取組については拡大も含め検討していく。

高齢者・障害者への対
応

高齢の方と子供の２人暮らし等の単身世帯予備
群に対しても住宅施策でフォローしていく必要
があるのでは。

若年層・ファミリー
層への対応

若年層・ファミリー層は通勤重視。その中で保
育園の充実度で自治体を比較している。子育て
支援の期待から親のそばに住みたいという近居
の需要もある。

防災・防犯
配付資料には防災面の記述がほとんどないの
で、増やす必要があるのでは。

住宅の耐震、空き家数、木密地域などの状況を踏まえ、課題と
して防犯・防災についても示す。

アンケート
区民アンケートで、10％未満ではあるが、外
国人の方もいるが、アンケートで英語の併記な
どはするのか。

区民アンケートは対象を無作為抽出で行い、、外国人向けの対
応は行っていない。意見収集の手法として、外国人のネット
ワークへのヒアリングなども検討していく。

アンケート
区民アンケートの質問についての注意書きは、
すぐ下に記載するとわかりやすいと思う。

注意書きは質問のすぐ下に配置するよう、アンケート全体で統
一する。

アンケート

賃貸マンション所有者アンケートでは、家賃・
間取りなどまで詳細に聞いていおり、秘密保持
ができるのか不安を持たれるのでは。マンショ
ン名や所在地の詳細について必要なのか。

この地域は集合住宅が多いなどの傾向をみるため、所在地につ
いては町丁目まではアンケートの中でお聞きしたい。マンショ
ン名については外しても大きな問題はない。

配付資料
資料２の１ページと５ページで人口が違うが、
何の違いがあるのか。

１ページでは日本人人口だけの数値になっているため、外国人も含
めたデータに修正する。

配付資料

単身の方で高齢の方、高齢親子で住まわれてい
る世帯など、どういった地域に、どういった環
境で住まわれているのかが分かる資料が欲し
い。

統計資料に、建て方、建物所有関係と世帯構成などのデータ（住
宅・土地統計調査など）を追加する。

配付資料
賃貸の方と、マンションの分譲も含めて個人所
有の方の割合はどれくらいか。

資料２・14ページに記載されているように、持ち家の方は
38.2%となっている。

子育て、教育、緑地、利便性などの施策を総合的に進めること
により、北区の魅力、ブランドをつくっていく、そうすること
で北区に住んでいただくことを目指している。住宅だけでは定
住などの課題に対し解決できないので、マスタープランの中に
は、多様な考え方を持つことができるようにしていきたい。
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北区上位計画・関連計画の整理 

 

北区住宅マスタープランは、「北区基本構想」及び「北区基本計画」を上位計画とする住宅部門

の基本計画です。 

また、住生活基本計画（全国計画）や「東京都住宅マスタープラン」の内容と整合を図るととも

に、「北区都市計画マスタープラン」や福祉等関連計画とも連携を図っていくものです。 

 

 

図 計画の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

主な北区関連計画 

・北区まち・ひと・しごと 
創生総合戦略 

・北区都市計画マスタープラン
・北区地域包括ケア推進計画 
・北区障害者計画/障害福祉計画
 /障害児福祉計画 
・東京都北区地域防災計画 
・北区子ども・子育て支援計画
・北区産業活性化ビジョン 
・北区環境基本計画 
・北区空家等対策計画 

 

 

 

新たな北区住宅 

マスタープラン 

 (平成 32～41 年度)

北 区 住生活基本法 

東京都住宅計画 

・東京都住宅マスタープラン

(住生活基本計画) 
 

・地域住宅計画 

北区基本構想 

北区基本計画 

北 区 国・東京都 

全国計画 

・住生活基本計画 

(全国計画) 
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「①『地震・水害に強い安全・安心なまちづくりに全力』で取り組むこと」「②『長生きするなら区が

一番』を実現すること」「③『子育てするなら北区が一番』をより確かなものにすること」を基に分類 

 

■優先課題に対応した関連計画の整理 

優先課題 計画名 住宅政策に関わる視点 

安全・ 

安心 

北区まち・ひと・し

ごと創生総合戦略 

【基本目標Ⅰ （3）住宅の供給・住環境の整備・居住支援】 

② 老朽家屋除却支援事業 

北区都市計画マス

タープラン 

【３－３ 快適な住宅・住環境まちづくり】 

(1) 良質な住宅ストックの形成 

...多様で良質な住宅供給、既存ストックの改善など 

(4) 土地利用区分に対応した適切な住宅・住環境の形成 

...土地利用区分別の形成方針 

東京都北区地域防災

計画 
目標 3：避難所の環境整備等に努めるとともに、早期に被災者の生

活再建の道筋をつける 
・避難所運営態勢の強化 
・ライフラインの早期復旧 
・応急危険度判定の迅速化 
・復興態勢の強化 

北区空家等対策計

画 

① 空き家等の所有者等により管理の促進(予防対策) 
(1) 空き家等の所有者等への情報提供 
(2) 空き家等の所有者等からの相談窓口の充実 
③ 管理不全な空き家等の状態に応じた措置(管理不全空き家等対策)
(1) 特定空家等対策 
(2) 建築基準法等他の法令との関係 
(3) 空き家等に関する緊急措置 

長生き 北区都市計画マス

タープラン 

【３－３ 快適な住宅・住環境まちづくり】 

(3) 居住の安定と住環境の向上 

..住宅セーフティネット機能の向上、住環境の向上など 

(5) コミュニティを活かし支えあうまちづくり 

...コミュニティの場としての商店街づくり、しくみづくりなど 

北区地域包括ケア

推進計画 

【基本目標２ （５）住まいの整備】 
都市型軽費老人ホームの整備 

高齢者世帯の住み替え支援 

高齢者向け優良賃貸住宅の供給  など 

子育て 北区まち・ひと・し

ごと創生総合戦略 

【基本目標Ⅰ （3）住宅の供給・住環境の整備・居住支援】 

④ 子育て世帯の居住支援 

北区都市計画マスタ

ープラン 

【３－３ 快適な住宅・住環境まちづくり】 

(2) 多様な世帯の定住化の促進 

...子育て世帯などが居住可能な住宅の供給など 

北区子ども・子育て

支援計画 

施策目標２：子育て家庭を支援する地域づくり 

① 地域における子育て家庭への支援 

② 健やかに育ち、育てる地域活動の促進 

③ 地域における子育てネットワークの育成・支援 

【国、東京都、北区の住生活に関連する上位計画・関連計画について】 
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1. 上位計画 

1) 住生活基本計画（全国計画） 

策定年次 平成 28 年 3 月閣議決定 

計画期間 平成 28 年度から平成 37年度（10年間） 

基本的な 

方針 

●住宅政策の方向性を国民に分かりやすく示す 

●今後 10年の課題に対応するための政策を多様な視点に立って示し、総合的に実施 

●３つの視点から、８つの目標を設定 

（１）居住者の視点 

目標１ 結婚・出産を希望する若年世帯・子育て世帯が安心して暮らせる住生活

の実現  

目標２ 高齢者が自立して暮らすことができる住生活の実現  

目標３ 住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の安定の確保 

（２）住宅ストックからの視点 

目標４ 住宅すごろくを超える新たな住宅循環システムの構築  

目標５ 建替えやリフォームによる安全で質の高い住宅ストックへの更新  

目標６ 急増する空き家の活用・除却の推進 

（３）産業・地域からの視点 

目標７ 強い経済の実現に貢献する住生活産業の成長  

目標８ 住宅地の魅力の維持・向上  

目 標 目標１ 結婚・出産を希望

する若年世帯・子育て世帯

が安心して暮らせる住生

活の実現  

（１）結婚・出産を希望する若年世帯や子育て世帯が望む

住宅を選択・確保できる環境を整備  

（２）子どもを産み育てたいという思いを実現できる環境

を整備し、希望出生率 1.8 の実現につなげる 

目標２ 高齢者が自立して

暮らすことができる住生

活の実現 

（１）高齢者が安全に安心して生涯を送ることができるた

めの住宅の改善・供給 

（２）高齢者が望む地域で住宅を確保し、日常生活圏にお

いて、介護・医療サービスや生活支援サービスが利用でき

る居住環境を実現 

目標３ 住宅の確保に特に

配慮を要する者の居住の

安定の確保 

住宅を市場において自力で確保することが難しい低額所

得者、高齢者、障害者、ひとり親・多子世帯等の子育て世

帯、生活保護受給者、外国人、ホームレス等（住宅確保要

配慮者）が、安心して暮らせる住宅を確保できる環境を実

現 
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目 標 目標４ 住宅すごろくを超

える新たな住宅循環シス

テムの構築 

（１）「住宅購入でゴール」のいわゆる「住宅すごろく」

を超えて、購入した住宅の維持管理やリフォームの適切な

実施により、住宅の価値が低下せず、良質で魅力的な既存

住宅として市場で評価され、流通することにより、資産と

して次の世代に承継されていく新たな流れ（新たな住宅循

環システム）を創出 

（２）既存住宅を良質で魅力的なものにするためのリフォ

ーム投資の拡大と「資産として価値のある住宅」を活用し

た住み替え需要の喚起により、多様な居住ニーズに対応す

るとともに人口減少時代の住宅市場の新たな牽引力を創

出 

目標５ 建替えやリフォー

ムによる安全で質の高い

住宅ストックへの更新 

（１）約 900 万戸ある耐震性を充たさない住宅の建替え、

省エネ性を充たさない住宅やバリアフリー化されていな

い住宅等のリフォームなどにより、安全で質の高い住宅ス

トックに更新  

（２）多数の区分所有者の合意形成という特有の難しさを

抱える老朽化マンションの建替え・改修を促進し、耐震性

等の安全性や質の向上を図る 

目標６ 急増する空き家の

活用・除却の推進 

（１）空き家を賃貸、売却、他用途に活用するとともに、

計画的な空き家の解体・撤去を推進し、空き家の増加を抑

制  

（２）地方圏においては特に空き家の増加が著しいため、

空き家対策を総合的に推進し、地方創生に貢献 

目標７ 強い経済の実現に

貢献する住生活産業の成

長  

 

（１）後継者不足に加え少子化の影響で担い手不足が深刻

化する中で、住生活産業の担い手を確保・育成し、地域経

済を活性化するとともに、良質で安全な住宅を供給できる

環境を実現  

（２）住生活に関連する新しいビジネスを成長させ、居住

者の利便性の向上とともに、経済成長に貢献 

目標８ 住宅地の魅力の維

持・向上  

 

（１）地域の自然、歴史、文化その他の特性に応じて、個々

の住宅だけでなく、居住環境やコミュニティをより豊かな

ものにすることを目指す  

（２）国土強靱化の理念を踏まえ、火災や地震、洪水・内

水、津波・高潮、土砂災害等の自然災害等に対する防災・

減災対策を推進し、居住者の安全性の確保・向上を促進 
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2) 東京都住宅マスタープラン 
策定年次 平成 29 年 3 月 

計画期間 平成 28 年度から平成 37年度（10年間） 

住宅政策

が目指す

方向 

「生涯にわたる都民の豊かな住生活の実現」 
「まちの活力・住環境の向上と持続」 

基本方針 「豊かな住生活の実現と持続」 

目 標 生涯にわたる都民の

豊かな住生活の実現 

 

目標１ 住まいにおける子育て環境の向上 
目標２ 高齢者の居住の安定 

目標３ 住宅確保に配慮を要する都民の居住の安定 

目標４ 良質な住宅を安心して選択できる市場環境の実現 

まちの活力・住環境の

向上と持続 

目標５ 安全で良質なマンションストックの形成 

目標６ 都市づくりと一体となった団地の再生 

目標７ 災害時における安全な居住の持続 

目標８ 活力ある持続可能な住宅市街地の実現 

目標に向

けた施策

展開 

目

標

１ 

（１）子育て世帯

向け住宅の供給

促進 

 

・安心して子供を産み育てることができ、子供たちが健やかに

成長できる住宅の供給を促進していきます。 

・空き家等の有効活用を促進し、子育て世帯のニーズに応じた

住宅の住み替えを促進します。 

・都営住宅については、同居親族のいる世帯を主な対象として

整備されてきたことにより、単身者向けが多い民間賃貸住宅

に比べてファミリー世帯向けの住戸が多いことから、子育て

世帯の支援の拡大を図ります。 

（２）子育てに適

した住環境の整

備 

・区市町村等と連携して、地域特性に応じ、子育てに適した住

環境を整備します。 

・公共住宅の建替え等に当たって、子育て支援施設の整備促進

を図ります。 

（３）近居・多世

代同居の促進 

・意向に応じた親世帯との近居や多世代同居を促進し、多様な

世代によるコミュニティの中で、子育てしやすい環境を充実

します。 

目

標

２ 

（１）住宅のバリ

アフリー化や生

活支援施設の整

備等の促進 

・高齢者が安心して生活できるよう、住宅のバリアフリー化等

を促進します。 

・高齢者が住み慣れた地域の中で住み続けられるよう、区市町

村と連携し、地域に応じた生活支援施設の整備や支援サービ

スの提供を行うなど、住環境の整備を図ります。 

（２）サービス付

き高齢者向け住

宅等の供給促進 

・区市町村と連携し、地域のニーズや実状を踏まえた多様なサ

ービス付き高齢者向け住宅等の供給を促進します。 
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目標に向

けた施策

展開 

目

標

２ 

（３）高齢者の資

産を活用した居

住の安定 

・身体の状況やニーズ等に応じて、高齢者向け住宅等への転居

が可能となるよう、高齢者の所有する住宅を活用した施策を

進めます。 

（４）近居・多世

代同居の促進 

・意向に応じた子世帯との近居や多世代同居を促進し、世代間

で助け合いながら安心して生活できる環境の整備を進めま

す。 

目

標

３ 

（１）公共住宅等

の的確な供給・有

効活用 

・都営住宅は現在のストックを最大限に活用し、住宅セーフテ

ィネットの中核としての機能を果たしていきます。 

・都営住宅の適正な入居者管理を行い、住宅に困窮する都民に

公平かつ的確に都営住宅を供給します。 

・公共住宅の適切な維持管理を実施するとともに、耐震改修の

実施や老朽化した住宅の計画的な建替えを進めます。 

・公共住宅の建替えによる創出用地について福祉施設整備等へ

の活用を進めます。 

（２）空き家の有

効活用 

・空き家の住宅確保要配慮者向け住宅としての活用を促進しま

す。 

（３）住宅のバリ

アフリー化等の

促進 

・障害者や高齢者、子育て世帯が安心して生活できる住宅の確

保に向けて、住宅のバリアフリー化や断熱改修等を促進しま

す。 

（４）民間賃貸住

宅への入居支援

等 

・区市町村の居住支援協議会の設立を一層促進し、その活動を

支援すること等を通じ、住宅確保要配慮者の居住の安定確保

に向けた取組を行う区市町村を支援します。 

・住宅確保要配慮者の入居を拒まない住宅の供給促進に向けた

取組を進めます。 

（５）賃貸住宅の

家主のリスク軽

減等 

・原状回復や残置物処理費用、家賃不払に対する保険等、居住

支援サービスの認知度の向上と普及に取り組みます。 

・生活支援に関する民間管理業者やＮＰＯ等による地域での取

組の普及を促進します。 

（６）福祉サービ

ス等と連携した

居住支援の促進 

・福祉、雇用政策等との役割分担を踏まえつつ、都と区市町村、

関係団体との連携を強化します。 

目

標

４ 

（１）良質な家づ

くりの推進 

・断熱性や耐久性等に優れ長期にわたって使用可能な質の高い

住宅ストックの形成に向けた取組を進めるとともに、地域工

務店等が連携して適切な維持管理やリフォーム等を行うこと

ができる環境を整備します。 

（２）既存住宅を

安心して売買等

ができる市場の

整備 

・大切に維持管理されている良質な住宅が、適切にその価値を

評価され、安心して住宅市場で売買等が行われるような市場

の整備に取り組みます。 

・既存マンション取引時における、管理情報の開示について普

及啓発します。 
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目標に向

けた施策

展開 

目

標

４ 

（３）消費者や住

宅所有者に対す

る普及啓発 

・消費者や住宅所有者へ住宅の維持管理や売買等に関する情報

提供や相談体制の充実を図ります。 

目

標

５ 

（１）マンション

の適正な管理の

促進 

・管理の重要性や方法等についての普及啓発や管理状況等の把

握及び管理不全の予防・改善、管理の良好なマンションが適

正に評価される市場の形成など、「良質なマンションストッ

クの形成促進計画」（2016（平成28）年３月）に定めた施策

を推進していきます。 

（２）老朽マンシ

ョン等の再生の

促進 

・マンション再生に関する普及啓発や、マンションの耐震化の

促進、まちづくりと連携した再生など、「良質なマンション

ストックの形成促進計画」（2016（平成28）年３月）に定め

た施策を推進していきます。 

目

標

６ 

（１）安全・安心

に暮らせる団地

再生 

・公共住宅等の計画的な建替え、耐震化、バリアフリー化等へ

の取組を推進します。 

・民間共同住宅のバリアフリー改修等の取組や、マンション管

理組合に対する適切な支援を行います。 

（２）地域の拠点

形成等まちづく

りへの貢献 

・公共住宅の建替え等により創出した用地について、福祉イン

フラの整備を進めるなど、まちづくりなどに活用していきま

す。 

（３）良好な地域

コミュニティの

形成 

・公共住宅については、多世代によるコミュニティ形成を促進

します。 

・大規模住宅団地において、エリア全体でのマネジメントの取

組への支援を検討・実施します。 

（４）計画的な住

宅団地再生 

・大規模住宅団地について、立地などに応じ、地域の課題や将

来像を踏まえた再生が重要であるため、区市町村による大規

模住宅団地の再生を含めたまちづくりの 

方針策定への支援に取り組みます。 

・団地再生の先進事例等を踏まえた新たな動きなどについて情

報を収集し、区市町村等に提供するとともに、技術的支援を

実施します。 

目

標

７ 

（１）地震に対す

る住宅の安全性

の向上 

・「東京都耐震改修促進計画」に基づき、耐震診断や耐震改修

を促進し、一層の耐震化を図ります。 

・都独自の「東京都耐震マーク表示制度※」やマンション啓発

隊等による普及啓発を引き続き実施することにより、耐震化

の機運を高めます。 

・熊本地震による住宅の被害を踏まえ、首都直下地震への対応

策に生かします。 
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目標に向

けた施策

展開 

 （２）木造住宅密

集地域の改善 

・「防災都市づくり推進計画」に基づき、特別の支援を行う不

燃化特区の取組と、延焼遮断帯の機能を確保する特定整備路

線の整備を積極的に進めていきます。 

・さらに、防災生活道路の整備を計画的・重点的に進めるとと

もに、沿道の不燃化建替えを財政的に支援するなど、区と連

携して木造住宅密集地域の改善を着実に進めます。 

（３）災害に強い

まちづくりの推

進 

・地域の状況に応じた災害対策を着実に推進します。 

・地域住民の共助の取組など、地域の防災力の向上のための意

識啓発を図ります。 

（４）災害時に住

み続けられる住

宅の普及 

・災害時においても、住宅内にとどまり生活ができるよう、各

家庭での備蓄について啓発するとともに、生活の継続を可能

とする性能を備えた住宅の普及を図ります。 

（５）マンション

における防災対

策の促進 

・マンションにおける防災対策を促進するため、管理組合によ

る防災対策に役立つ情報を提供するとともに、コミュニティ

形成等の取組を支援します。 

（６）被災後の都

民の居住確保 

・被災後の都民の居住を速やかに確保するための態勢を整えま

す。 

・発災時の迅速な対応に向け、事前訓練の実施、実施手順の具

体化を図ります。 

・被災者への的確な対応に向け、都と区市町村の役割分担の明

確化及び協力体制の強化をはじめ、国や関係団体などとの協

力体制を確立し、いざという時に備えます。 

目

標

８ 

（１）空き家対策

の推進による地

域の活性化 

・空き家等の既存ストックの有効活用を促進します。 

・空き家所有者の抱える課題や発生メカニズム等を分析し、抑

制策等を検討します。 

・空き家の適正管理を促進します。 

（２）環境に配慮

した住宅市街地

の形成 

・様々な制度の活用や公共住宅での取組により、環境に配慮し

た住宅市街地の形成を促進します。 

（３）緑・景観な

ど良好な住環境

の保全と向上 

・緑や景観などの良好な住環境の保全と向上を図ります。 

（４）持続可能な

環境先進都市の

モデルの提示 

・東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会後の選手村

において、持続可能な環境先進都市のモデルを提示し、緑や

景観などの良好な住環境の保全・向上を図ります。 
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3) 第３期東京都地域住宅計画 

策定年次 平成 30 年２月 
計画期間 平成 27 年度 ～ 平成 32 年度 （6 年間） 
基本理念 「地域でともに支えあい、安心して健やかにいきいきと暮らせるまち」 

目 標 １ 安全で安心な住宅・住宅市街地の形成 

２ 地域における生活サービスとの連携 

３ マンションの管理適正化・再生 

４ 公共住宅ストックの有効活用 

５ 郊外住宅市街地等の活性化 

６ 既存住宅活用の推進 

７ 市場におけるルールづくり 

８ 良質な住宅を供給する市場の整備 

９ 支援を必要とする世帯の居住の安定確保 
成果目標

（定量的

指標） 

・木造住宅密集地域の整備率 

・住宅の耐震化率（うち都営住宅の耐震化率） 

・住宅の省エネルギー化率 

・高齢者が居住する住宅のバリアフリー化率  

・サービス付き高齢者向け住宅等の整備  

・子育て支援住宅認定制度による整備  

・長期修繕計画に基づく修繕積立金額を設定している分譲マンション管理組合の割合

・都営住宅・公社住宅の建替えに伴う創出用地のうち福祉インフラ整備への活用  

・リフォーム実施率  

・共同住宅の共用部分におけるバリアフリー化率  

・既存住宅取得率  

・新築住宅における住宅性能表示の実施率  

・新築住宅における認定長期優良住宅の割合  

・子育て世帯向け公共住宅の募集数  

・最低居住面積水準未満率 
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4) 北区基本構想 

議決年次 平成 11 年 6 月 
目標年次 平成 27 年～32 年度 
将 来 像 

 

ともにつくり未来につなぐ ときめきのまち 
一人と水とみどりの美しいふるさと北区 

基本目標 ① 健やかに安心してくらせるまち 北区            

② 一人ひとりがいきいきと活動するにぎわいのあるまち 北区 

③ 安全で快適なうるおいのあるまち 北区 

基本的施

策の方向 

 

基
本
目
標
１ 

健
や
か
に
安
心
し
て
く
ら
せ
る
ま
ち
づ
く
り 

１ 健康づくりの推進 （１）健康づくりの支援 

（２）保健・医療体制の充実 

２ 地域福祉推進のしく

みづくり 

（１）区民主体の福祉コミュニティづくり 

（２）利用者本位のサービスの提供 

（３）権利擁護のしくみづくり 

３ 高齢者・障害者の自立

支援 

（１）社会参加の促進 

（２）在宅生活の支援 

（３）生活の場の確保 

４ 子ども・家庭への支援 （１）子育て家庭の支援 

（２）子どもの健やかな成長の支援 

（３）子どもをあたたかく育む地域社会づくり 

５ 福祉のまちづくり （１）バリアフリーのまちづくり 

（２）思いやりのある福祉のまちづくり 

基
本
目
標
２ 

一
人
ひ
と
り
が
い
き
い
き
と
活
動
す
る
に
ぎ
わ
い
の
あ
る
ま
ち
づ
く
り 

１ 地域産業の活性化 （１）新たな産業の展開 

（２）モノづくりの振興 

（３）生活サービス産業の育成 

（４）勤労者の働きやすい環境づくり 

２ コミュニティ活動の

活性化 

（１）コミュニティ活動の支援 

（２）コミュニティ施設の充実 

３ 個性豊かな地域文化

の創造 

（１）個性豊かな文化の創造と発信 

（２）歴史的文化の継承と活用 

４ 生涯学習の推進 （１）情報提供・相談体制の充実 

（２）学習機会の拡充 

（３）学習成果の活用 

５ 生涯スポーツの推進 （１）身近なスポーツの場の整備 

（２）参加機会の拡充 

６ 未来を担う人づくり （１）社会の変化に対応する学校教育の推進 

（２）教育環境の整備 

（３）学校・家庭・地域社会の連携の推進 

（４）地域に開かれた学校づくり 

（５）青少年の健全育成と自立支援 
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基本的施

策の方向 

基
本
目
標
２ 

一
人
ひ
と
り
が
い
き
い
き
と

活
動
す
る
に
ぎ
わ
い
の
あ
る
ま
ち
づ
く
り 

７ グローバル時代のま

ちづくり 

（１）地球市民を育む意識づくり 

（２）国際交流・国際協力の推進 

（３）外国人が暮らしやすい環境づくり 

 

８ 男女共同参画社会の

実現 

（１）男女平等の意識づくり 

（２）男女共同参画の推進 

（３）男女の仕事と家庭の両立支援 

 

９ 主体的な消費生活の

支援 

（１）消費者の自立支援 

（２）消費生活の安定 

 

基
本
目
標
３ 

安
全
で
快
適
な
う
る
お
い
の
あ
る
ま
ち
づ
く
り 

１ 計画的なまちづくり

の展開 

（１）適正な土地利用への誘導 

（２）地域特性を重視した協働型のまちづくり 

２ 安全で災害に強いま

ちづくり 

（１）防災まちづくり 

（２）防災体制の整備・充実 

（３）地域防災力の向上 

（４）交通安全対策の推進 

（５）地域防犯活動の充実 

３ 利便性の高い総合的

な交通体系の整備 

（１）体系的な道路ネットワークの形成 

（２）公共交通機関の利便性の向上 

（３）自動車・自転車利用の適正化 

４ 情報通信の利便性の

高いまちづくり 

（１）情報通信基盤の整備 

（２）情報活用能力の向上 

５ 快適な都市居住の実

現 

（１）良質な住宅の供給 

（２）良好な住環境の整備 

（３）子育て世帯や高齢者・障害者世帯の居住支

援 

６ うるおいのある魅力

的な都市空間の整備 

（１）美しいまち並みの創造 

（２）魅力ある公園・水辺空間の形成 

７ 持続的発展が可能な

まちづくり 

（１）環境に負担の少ないライフスタイルへの転

換 

（２）資源循環型システムの構築 

（３）良好な自然環境の保全 

８ 自然との共生 （１）自然環境の保全・創出 

（２）環境緑化の推進 
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5) 北区基本計画 

議決年次 平成 27 年 3 月策定 
計画期間 平成 27 年度～36 年度  
基本姿勢 区民とともに 
最重要課

題 

地域のきずなづくり 

子育てファミリー層・若年層の定住化 

重点戦略 「子ども」・かがやき戦略 

「元気」・いきいき戦略 

「花*みどり」・やすらぎ戦略 

「安全・安心」・快適戦略 

３つの優

先課題 

①「地震・水害に強い安全・安心なまちづくりに全力」で取り組むこと 

②「長生きするなら区が一番」を実現すること 

③「子育てするなら北区が一番」をより確かなものにすること 

施策体系 

(「３－５ 

快適な都

市居住の

実現」の

み抜粋) 

 

（１）良質な

住宅の供給 

 

①民間住宅の供給

誘導 

民間による良質で多様な住宅の供給促進 

良質な住宅ストックの形成 

②公的住宅の供

給・維持管理 

 

良質で多様な公的住宅の整備誘導 

「住宅セーフティネット構築の推進 

住宅ストックの有効活用 

区営住宅の建替え手法の検討 

区営シルバーピアの建設 

③住宅の維持管

理・建替えの支

援 

建物耐震化の促進やリフォームの支援 

分譲マンションの適切な維持・管理支援 

（２）良好な

住環境の整

備 

 

①まちづくり事業

と連動した住環

境の整備 

様々なまちづくり事業の活用  

空き家対策の検討 

地区計画制度の適用検討 

②みどり豊かな住

環境の整備 

住宅整備に合わせた緑地やオープンスペースの確

保 

地区計画制度の活用 

③大規模住宅団地

の建替え・再生

 

大規模住宅団地の建替え・再生にあわせた公共施設

の再配置推進 

避難広場機能の確保 

住宅セーフティネットの充実 

（３）子育て

世帯や高齢

者・障害者世

帯の居住支

援 

①子育て世帯の定

住促進  

ファミリー向け住宅の整備促進 

転入する子育て世帯への居住支援 

②子育て世帯の居

住継続の支援 

子育て世帯への居住支援 

子育て支援策や教育環境の充実 

③高齢者・障害者

世帯の居住継続

の支援 

住宅の確保の支援 

高齢者のための住宅の提供促進 

関係機関と連携した高齢者の居住環境の検討 

保健・医療・福祉との連携強化 
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2. 関連計画 

1) 北区まち・ひと・しごと創生総合戦略 

策定年次 平成 28 年 3 月 

計画期間 平成 27 年度から平成 31年度 

目 的 喫緊の課題である人口減少問題に対し、人口減少に歯止めをかけ、年齢構成のアンバラ

ンスな状態を是正していくとともに、区民一人ひとりが夢や希望を持ち、豊かな生活を

安心して営むことができる地域社会を形成しながら、他自治体との友好関係を築き、共

存共栄を図ること 

北区人口ビジョンで定めた目指すべき将来の方向や将来人口の推計を踏まえ、生まれ・

育ち・住んで良かったと思える「ふるさと北区」を実現し、首都東京の自治体として「30

万都市・北区」を未来につないでいくこと 

基本方針 １．「生まれる」「つながる・ひろがる」「支える」きずなづくりを区民とともに推進 

２．「生まれ・育ち・住んで良かったと思える」北区の魅力や価値を創出・発信 

３．「まちの新陳代謝が活発化する」東京の北の拠点を構築 

４．「区民との良好なパートナーシップ」のもと、国・東京都・事業者との適切な 

連携・協力 

基本目標 

・ 

施策の方

向 

基本目標Ⅰ 

「子育てするなら北区が一番」を

より実感できるようにする 

（1） 妊娠・出産・子育ての切れ目のない支援 

（2） 子育てしながら働く世帯の支援 

（3） 住宅の供給・住環境の整備・居住支援 

基本目標Ⅱ 

「女性」・「若者」・「高齢者」の活

躍を応援する 

（1） 女性が活躍する環境づくり 

（2） 若者の就労支援・定着化 

（3） 高齢者の健康づくり・いきがいづくり 

（4） 地域で支えあうしくみづくり 

基本目標Ⅲ 

「創造へのチャレンジ」によっ

て、地域産業の活性化を図る 

（1） 新たな産業の展開 

（2） 創業・起業支援 

（3） 生活サービス産業の育成 

基本目標Ⅳ 

まちづくりの一層の推進を図り、

北区の個性や魅力を発信する 

（1） 「にぎわい」・「地域生活」の拠点整備 

（2） 防災まちづくりの推進 

（3） 地域資源を生かした文化・観光施策の推進 

（4） 北区の個性や魅力の発信 

基本目標Ⅴ 

他自治体と共に発展できる取り

組みを進める 

（1） 他自治体との連携・協力・交流 

具体的な

施策 

（抜粋） 

【基本目標Ⅰ （3）住宅の供給・住環境の整備・居住支援】 

① 地域で活躍する学生向け住宅の誘致 

② 老朽家屋除却支援事業 

③ 居住可能な空き家対策 

④ 子育て世帯の居住支援 
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2) 北区都市計画マスタープラン 

策定年次 平成 22 年６月 

目標年次 おおむね 15～20 年後（平成 37年～42 年） 

まちづく

りの基本

理念 

次世代に継承する 快適で魅力あるまち北区 

まちの将

来像 

①誰もが住みつづけられるまち 

②コミュニティを活かしたまち 

③安全で安心に暮らせるまち 

④文化の薫り漂う憩いのまち 

⑤人にやさしい福祉のまち 

⑥環境を大切にしたまち 

⑦活き活きとした産業のある活気あるまち 

⑧交通の充実したまち 

土地利用

の基本的

考え方 

（１）地形と歴史を活かした土地利用の誘導 

（２）複合の魅力を活かしたまちづくり 

（３）土地の有効利用の推進 

（４）適切な建物高さの誘導 

（５）その他の主要な課題 

土地利用

分類別方

針 

( 複 合

系・住宅

系のみ抜

粋) 

（
２
）
複
合
系 

①主要幹線

道路沿道地

区 

主要幹線道路沿道の地区です。その立地条件を活かして、一定の高

度利用を誘導し、低層階を商業・業務、中高層階を住宅といった土地

利用を図ります。 

②路線沿道

複合地区 

地域の中心道路の沿道や高架下にふさわしい、各種商業サービスの

立地を維持・誘導します。 

③住商共存

地区 

近隣商店街などと住宅が共存している地区です。日常生活を支え、

地域や人をつなぐ空間として、居住機能とのバランスを図りながら改

善をすすめ、地域商業の活性化と地域コミュニティの保全・形成を図

ります。 

低層階を商業・サービス、その上を住宅とするな どの立体的複合

化によって、個性ある商業空間の保全・再生を図ります。 

④住工共存

地区 

中小の工場と住宅が共存している地区です。工場の生産環境の維

持・改善を、産業振興策と協調させながらすすめます。 

建物の適正化や移転集約、土地利用の規制・誘導を行うことで、生

産機能と住機能との共存を図ります。 

工場の移転跡地などでは、まちづくりの観点から有効な土地利用を

誘導します。 

⑤一般複合

地区 

住宅と各種用途が共存している地区です。各種の用途が混在し近接

することで、まちに活力が生まれ、便利で魅力ある都市空間が形成さ

れるように、複合の魅力を活かした土地利用の誘導を図ります。 

また、大規模な土地利用転換が見込まれる地区では、周辺の状況に

応じて、地域の課題解決や方針の実現に資する土地利用の誘導を図り

ます。 
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土地利用

分類別方

針 

( 複 合

系・住宅

系のみ抜

粋) 

（
３
）
住
宅
系 

①住宅地

区(中高層)

駅周辺部に隣接した基盤整備済みの住宅地などでは、建替えに際し

て一定の中高層化を図るとともに、周辺地域と機能分担しながら、生

活利便施設などを適切に配置し生活利便性の維持・向上を図ります。

②住宅地

区(低中層)

木造住宅が密集する地域などでは、生活道路などの基盤整備や老朽

化した住宅などの更新、共同化などにより、安全性と快適性の向上を

図ります。 

西が丘など基盤整備済みで比較的良好な住環境をもつ低層住宅地

では、適正な規制・誘導により、宅地の細分化防止など良好な住環境

の保全を図ります 

部門別の

まちづく

りの方針 

（抜粋） 

【３－３ 快適な住宅・住環境まちづくり】 

誰もが、安心して、生き生きと暮らし続けられる、ゆたかな住生活を実現するため、安

全で快適な住まいの確保と安心して暮らせる住まいと環境のしくみづくり、活力を高める

魅力ある住環境の形成をすすめます。また、歩いて行ける範囲で生活が成り立ち、区民が

支えあう生活圏の形成を図ります。 

 

(1) 良質な住宅ストックの形成 

...多様で良質な住宅供給、既存ストックの改善など 

(2) 多様な世帯の定住化の促進 

...子育て世帯などが居住可能な住宅の供給など 

(3) 居住の安定と住環境の向上 

..住宅セーフティネット機能の向上、住環境の向上など 

(4) 土地利用区分に対応した適切な住宅・住環境の形成 

...土地利用区分別の形成方針 

(5) コミュニティを活かし支えあうまちづくり 

...コミュニティの場としての商店街づくり、しくみづくりなど 
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3) 北区地域包括ケア推進計画 
策定年次 平成 30 年 3 月 
計画期間 平成 30 年度から 32 年度 
目 的 介護保険法等の関係諸法及び国や東京都の指針等をふまえ、｢北区基本構想｣の基本的

施策の方向の一つである｢健やかに安心してくらせるまち北区｣の実現に向けて、高齢者

施策の一層の充実と介護保険事業の円滑な運営を図ることで、高齢になっても住み慣れ

た北区で安心して暮らせるための「北区版地域包括ケアシステムの構築」を着実に推進

していくこと 
基本理念 健やかに安心してくらせるまちづくり 
基本方針 北区版地域包括ケアシステムの構築 
基本目標 

施策の方

向 

基本目標１ いつまでも健やかに

自立した生活を続けるために 
 

（１）健康寿命の延伸 
（２）生活機能の維持・向上 
（３）いきがいづくりの推進 
（４）高齢者の就労・就業支援 

基本目標２ 互いに支え合い、安

全で快適に暮らせる地域づくり 
（１）おたがいさまの地域づくり 
（２）地域のきずな（普及・啓発） 
（３）地域づくりによる介護予防の推進 
（４）安全・安心の確保 
（５）住まいの整備 
（６）バリアフリーの促進 

基本目標３ 住み慣れた地域で安

心して暮らし続けるために 
 

（１）介護と医療の連携 
（２）認知症施策の推進 
（３）高齢者あんしんセンターの機能充実 
（４）高齢者とその家族への支援 

基本目標４ 地域共生社会の実現

に向けて 
（１）多世代交流の促進 
（２）福祉人材の確保 
（３）地域資源の活用 

重点的な

取り組み 

１．「我が事・丸ごと」地域のきずなづくり 
２．自立支援、介護予防・重度化防止の推進 
３．認知症施策の深化 

事業内容 

（抜粋） 

【基本目標２ （５）住まいの整備】 
都市型軽費老人ホームの整備 

特別養護老人ホームの整備 

特別養護老人ホームの入所調整 

養護老人ホームの入所措置 

住宅改造費助成事業 

住宅改修・福祉用具アドバイザー派遣 

住まい安心支援事業  

高齢者住宅（シルバーピア）入居者対応  

高齢者世帯の住み替え支援  

高齢者向け優良賃貸住宅の供給  

サービス付き高齢者向け住宅の供給  

避難行動要支援者世帯家具転倒防止及び感震ブレーカー機器取付事業  
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4) 北区障害者計画 

策定年次 平成 27 年 3 月 
計画期間 平成 27 年度から平成 32 年度まで 
計画の対

象 

障害者基本法の規定に基づく「身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その

他の心身の機能の障害（以下「障害」と総称する。）がある者であって、障害及び社会的

障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるもの」であ

り、障害のある児童、高次脳機能障害者や難病患者も対象とします。 
基本理念 一人ひとりを大切にし、ともに生きる地域社会をめざして 
基本目標 

・ 

施策目標 

基本目標１ 自分らしく生

き生きと暮らすために 
 

施策目標１ 相談支援の充実 
施策目標２ 障害者福祉サービスの充実と質の向上 
施策目標３ 保健・医療サービスの充実 
施策目標４ 障害のある子どもの療育・保育・教育の充実 

基本目標２ 安心して地域

で暮らすために 
施策目標１ 障害のある人の就労の拡大 
施策目標２ 多様な生活の場の整備 
施策目標３ 安全・安心な暮らしの確保 
施策目標４ 文化芸術・スポーツ・余暇活動の推進 

基本目標３ ともに支えあ

う地域社会をめざして 
施策目標１ 福祉のまちづくりの推進 
施策目標２ 地域交流の促進と差別解消及び権利擁護の 

推進 
重点施策 相談支援の充実 《基本目標１・施策目標１》 

障害のある子どもの療育・保育・教育の充実 《基本目標１・施策目標４》 
障害のある人の就労の拡大 《基本目標１・施策目標１》 
多様な生活の場の整備  《基本目標２・施策目標２》 
地域交流の促進と差別解消及び権利擁護の推進 《基本目標３・施策目標２》 

施策展開

のための 

基本方針

に基づく

主要事業 

（抜粋） 

基
本
目
標
２
・
施
策
目
標
２ 

2-2-1 多様な居住の

場の整備 
 

① 障害者グループホームの整備 
② 地域生活支援型入所施設の整備検討 
③ 地域生活支援拠点等の整備 
 

2-2-2 障害のある人

が暮らしやすい住宅

の確保・支援 

① 障害者の住まいの確保 
② 重度身体障害者（児）住宅設備改善費補助事業の実施 
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5) 第 5 期北区障害福祉計画・第 1 期障害児福祉計画 
策定年次 平成 30 年 3 月 
計画期間 平成 30 年度から平成 32 年度まで 
目 的 国や東京都等の動向を踏まえ、今後 3 年間において充実させるべき障害福祉サービス等

の数値目標及び確保すべきサービス量、確保のための方策を定め、北区における障害者、

障害児に対するサービスを計画的に提供することをめざすもの 
基本的視

点 

障害のある子どもが健やかに育ち、障害のあるすべての人が自分らしく安心して暮らす

ことのできる地域社会の実現 
成果目標 （１）福祉施設の入所者の地域生活への移行 

（２）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

（３）地域生活支援拠点等の整備 

（４）福祉施設から一般就労への移行等 

（５）障害児支援の提供体制の整備等 

障害福祉

サービス 

( 居 住 系

サービス

の み 抜

粋) 

（１）自立生活援助 施設入所支援または共同生活支援を利用していた障害者で、ひ

とり暮らしに必要な理解力や生活力を補うために、定期的な居

宅訪問や電話等による随時の対応による必要な支援を行うも

のです。 

（２）共同生活援助（グ

ループホーム） 

 

地域で共同生活を営むことに支障のない障害者に対して、夜間

や休日に共同生活を行う住居で相談、入浴、排せつ、食事の介

護その他の日常生活上の援助を行うものです。 

（３）施設入所支援 施設に入所する障害者に対して、夜間や休日、入浴、排せつ、

食事の介護や日常生活上の相談支援等を行うものです。 
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6) 東京都北区地域防災計画 
改定年次 平成 30 年 3 月 
目 的 北区災害対策本部、防災機関、その他諸機関が有する全機能を有効・適切に発揮し、ま

た事業者、自主防災 組織及び区民が総力を結集して、各主体の持てる能力を発揮し、主

体間で連携を図ることにより、「自助」「共助」「公助」を実現し、区民の生命、身体及び

財産を自然災害 から保護すること 
基本的視

点 

(1) 国や東京都の動向も十分踏まえるとともに、東日本大震災など過去の大災害等から得

た教訓を可能な限り反映した計画とする。 
(2) 震災対策については、「首都直下地震等による東京の被害想定(平成 24 年 4 月公表)」
を踏まえ、減災目標等を見直すとともに、区における取組内容を明確化する。 
(3) 「東日本大震災を踏まえた今後の災害対策のあり方に関する提言」や、北区の地域特

性等を踏まえた計画とする。 
(4) 自助・共助・公助の役割をいま一度明確にして、それぞれの主体の力を強めるための

方策を一層推進する。特に公助の主体である区は、防災に関する業務内容を明確化して、

全庁的な防災態勢を強化する。 
(5) 災害対策基本法の改正の趣旨等を踏まえて、防災に関する政策・方針決定過程及び防

災の現場における女性の参画を拡大し、男女双方の視点に配慮した防災対策を推進する。

減災目標 

・ 

目標を達

成するた

めの主な

対策 

目標 1 
①死者を 6 割減少させる 

被害想定の約 180 人→約 70 人以下 
②避難者を約 4 割減少させる 

被害想定の約 7.3 万人→約 4.4 万人以下 
③建築物の全壊棟数を約 6 割減少させる 

被害想定の約 3,400 棟→約 1,300 棟以下 

・建物の耐震化 
・家庭内の家具類の転倒・落下・移動の防

止対策の推進 
・救出・救護体制の強化 
・木造住宅密集地域の不燃化 
・区民や事業者の火災対応力の強化 
・消防力の充実・強化 

目標 2 
東京都と連携し、帰宅困難者の安全を確保

する 
 

北区帰宅困難者対策基本方針より 
・一斉帰宅抑制実現のための区内事業者等

の備蓄対策の推進 
・家族との連絡手段・発災後の行動を考え

ておくなど事前準備の啓発 
・徒歩帰宅者のための帰宅支援対象道路を

指定、滞留者等への案内・広報の充実 
・沿道の災害時帰宅支援ステーション等の

整備による、より一層の安全・安心の確

保 
目標 3 
避難所の環境整備等に努めるとともに、早

期に被災者の生活再建の道筋をつける 

・避難所運営態勢の強化 
・ライフラインの早期復旧 
・応急危険度判定の迅速化 
・復興態勢の強化 

 

7) 北区子ども・子育て支援計画 2015 
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策定年次 平成 27 年 3 月（平成 30 年 3 月中間見直し） 
計画期間 平成 27 年度から平成 31 年度 
基本理念 子どもの笑顔 輝く北区 家庭や地域の元気が満ちるまち 
基本的な

視点 

子どもの人権を尊重し「子どもの最善の利益」の実現を目指す 

基本方針 “すべて”の子育て家庭への支援 
“まちぐるみ”での子育て支援 
“子育ち”への支援 

施策目標 

・ 

個別目標 

( 次 世 代

育成支援

行 動 計

画) 

施策目標１：家庭の育

てる力を支援 

 

① 保育ニーズに対応した支援サービスの強化 

② 子育てに関する相談・情報提供の充実 

③ 親育ちへの支援 

④ 安心できる妊娠・出産・子育てへの支援 

⑤ 経済的負担の軽減 

施策目標２：子育て家

庭を支援する地域づく

り 

 

① 地域における子育て家庭への支援 

② 健やかに育ち、育てる地域活動の促進 

③ 地域における子育てネットワークの育成・支援 

④ 地域づくりのための人材育成の推進 

⑤ 子どもの安全を確保する活動の推進 

施策目標３：未来を担

う人づくり 

① 就学前教育の充実 

② 教育の場における子育ちの支援 

③ 自己実現の場と体験機会の提供 

④ こころとからだの健全な成長への支援 

⑤ 子どもに対する相談体制の充実と居場所の確保 

施策目標４：特に配慮

の必要がある子どもと

家庭への支援 

① 児童虐待の未然防止と切れ目のない総合的支援 

② ひとり親家庭への支援 

③ 障害または特別な支援の必要がある子どもと家庭への支援 

④ 生活困窮家庭への支援 

施策目標５：安心して

子育てと仕事ができる

環境づくり 

① ワーク・ライフ・バランスの理解促進 

② 仕事と子育ての両立のための基盤整備 

③ 男女が共に担う子育ての推進 

子ども・

子育て支

援事業計

画 

（１）幼児期の学校教

育・保育 

① 保育園・認定こども園（保育利用分）・地域型保育 

② 幼稚園・認定こども園（教育利用分） 

（２）地域子ども・子

育て支援事業 

① 利用者支援事業 

② 地域子育て支援拠点事業 

③ 妊婦健康診査 

④ 乳児家庭全戸訪問事業 

⑤ 養育支援訪問事業 

⑥ 子育て短期支援事業（ショートステイ） 

⑦ 子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）

⑧ 一時預かり事業 

⑨ 延長保育事業 

⑩ 病児病後児保育事業 

⑪ 放課後児童健全育成事業（学童クラブ） 

⑫ 実費徴収に係る補足給付を行う事業 

⑬ 多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業 
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8) 北区産業活性化ビジョン 2018 

策定年次 平成 30 年 3 月 

計画期間 平成 30 年度から概ね 10年間 

計画の目

的 

社会情勢の急激な変化に対応し、地域経済のさらなる活性化を図るためには、個々の事

業者が持つ強みを生かし、より競争力のある技術や製品、独自のサービスを創出する産

業へと生まれ変わっていく必要があります。また、地域に新たな人材や事業者を呼び込

むため、北区産業としての発信力の強化を図ることも今後の重要な課題となっています。

こうした状況を踏まえ、社会・経済状況の変化と課題に迅速に対応し、北区産業のさら

なる活性化に向け、新たな戦略として「ビジョン」を策定します。 

北区産業

の将来像 

多様な人材が集まり育ち、さらなる価値と魅力を創出する挑戦都市 東京北区 

基本理念 「共奏」 

事業者・区民・区がつながり波及し、活力ある産業地域を形成します 

戦 略 戦略１ 将来を担う「人材と企業」の育成 

戦略２ イノベーションを促す「交流と連携」の推進 

戦略３ 魅力あるまち「産業ブランド」の確立 

目指すべ

き姿 

商業・サー

ビス業 

商店の魅力づくりから地域に不可欠な商店街へ 

工業・もの

づくり 

人と人企業と企業がつながり新たな展開に挑戦するものづくりへ 

創業 東京北区を創業であふれるまちに 

施策取組

の方針 

商業・サー

ビス業 

１ 魅力ある個店づく

りの支援 

 

(1) 個店同士の連携による商品開発やイベント

への支援 

(2) 個店や店主の魅力を発問する取組みへの支

援 

(3) 個店のリニューアル支援 

２ 商店街の新たな魅

力づくりの推進 

 

(1) 商店街の核となる店・人材の育成支援 

(2) 商店街の強みを活かした取腫みや地域、学生

等との連携による新たな魅力づくり 

(3) 観光との融合による新たな来街者の艦得 

(4) まちづくりを契機とした産業振興の推進 

３ 区民生活を支える

産業の振興 

(1) 生活関連サービス産業の振興 

工業・もの

づくり 

１ ものづくりイノベ

ーションの推進 

 

(1) AI、ロボット、loT などの先端技術の活用と

製品の高付加価値化の推進 

(2) 産学連携・企業間連携の促進  

(3) 新規市開開拓への支援 

２ ものづくり人材・

企業の育成 

(1) 若手を含めたリーディング企業群の育成 

(2) 円滑な事業承継の支援 

(3) 人材確保・活用支援 
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施策取組

の方針 

工業・もの

づくり 

３ ものづくりの PR・

ブランド力の強化 

(1) 「北区のものづくり」のブランド化の推進 

(2) 観光との融合による、ものづくり企業の魅力

発信 

創業 １ 創業へのチャレン

ジ環境の整備 

 

(1) 創業の成長段階に応じた効果的な支援 

(2) 同業者ネットワークの構築 

(3) 北区で創業することへの関心を高める取組

みの推進 

２ コミュニティビジ

ネスの振興 

(1) 高齢者・女性・若者を中心としたコミュニテ

ィビジネス起業の推進 

３ インキュベーショ

ン機能の拡充 

(1) 多様な創業ニーズへの対応 

(2) 区内の民間開業支援施設との連携強化 

(3) 地域に根差した大学との連携推進 

４ 創業支援機関との

連携強化 

(1) 支援機関の強みを活かした開業支援 

(2) 広域的な連携の増進 

 

 

 

9) 北区環境基本計画 2015  
策定年次 平成 27 年 1 月 
計画期間 平成 27 年度から平成 36 年度 
望ましい

環境像 

自然環境共生都市 ～みんなが環境を考え・行動するまち～ 

長期目標 

(10 年間) 

持続可能な環境共生都市実現に向け、地域のきずなづくりを推進する 

基本目標 

・ 

施策の柱 

基本目標１ 北区の環境

を育むきずなづくり 

 

3.1-1 環境保全・創造のための人・地域づくり  

3.1-2 環境経営の促進  

3.1-3 環境に関する情報共有の仕組みづくり 

基本目標２ 安全・安心

な区民生活環境の確保 

3.2-1 身近な環境問題に関する取組み  

3.2-2 包括的な化学物質対策  

3.2-3 広域的な環境問題の解決に向けた取組み 

基本目標３ みんなで目

指す 低炭素・循環型の北

区 

3.3-1 積極的な参加が期待されるエネルギー対策  

3.3-2 災害時も活用可能なエネルギーシステムの導入  

3.3-3 健全な物質循環の確保と循環型社会の構築 

基本目標４ 区民と自然

が共生できる仕組みづく

り 

3.4-1 生物多様性の重要性に対する理解の促進  

3.4-2 地域に密着した緑の保全と創出の仕組みづくり  

3.4-3 環境保全上健全な水循環の回復 

 

 

 

 



23 

 

10) 北区空家等対策計画  
策定年次 平成 30 年 3 月 
計画期間 平成 30 年度から平成 34 年度 
目的 空き家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施し、住民の生命、身体又は財産を保護

することにより、生活環境の保全を図るとともに、誰もが安全・安心に暮らせるまちづ

くりを推進すること 
対策の理

念 

総合的な空き家等対策の推進により、良好な住環境の形成や定住の促進、安全・安心な

まちづくりを実現し、地域の活性化や区の魅力創出を目指します。 
基本方針 

・ 

施策 

① 空き家等の所

有者等により

管 理 の 促 進

(予防対策) 

(1) 空き家等の所有者等への情報提供 
(2) 空き家等の所有者等からの相談窓口の充実 

② 空き家等や除

却後の跡地活

用 促 進 ( 活

用・流通対策)

(1) 利活用への誘導・支援等 
ア 空き家等個別相談等の実施 
イ 民間団体等に対する支援 
ウ 空き家等の良質化及び危険な空き家等の除却支援  
(2) 建て替え困難な物件の対応 
(3) 行政による利活用の推進 
ア 居住可能な空き家等及び跡地の利活用 
イ リノベーションによる空き家等の活用 

③ 管理不全な空

き家等の状態

に応じた措置

( 管理不全空

き家等対策) 

(1) 特定空家等対策 
ア 特定空家等の判断基準 
イ 特定空家等の判断のための調査 
ウ 特定空家等の認定及び措置 
(2) 建築基準法等他の法令との関係 
(3) 空き家等に関する緊急措置 

④ 多様な主体と

の連携及び推

進体制の整備 

(1) 内部の連絡・協力体制 
ア 関係各課との連絡・協力体制 
イ 北区空家等対策庁内検討委員会の設置 
ウ 東京都北区空家等対策審議会の設置 
(2) 外部の専門家団体や警察署・消防署等との連携・協力体制 
(3) 空き家等に関するデータベースの整備 

 

 

 

 

 

 

















参考資料５























分譲マンションアンケート単純集計

ご回答いただく方
総数 100 100.0%
管理組合理事長 61 61.0%
管理組合役員等 5 5.0%
管理受託者（管理会社等） 31 31.0%
その他 2 2.0%
無回答 1 1.0%

②棟数
総数 100 100.0%
1棟 94 94.0%
2棟 3 3.0%
3棟 1 1.0%
4棟 1 1.0%
5棟 0.0%
無回答 1 1.0%

③階数_地上
総数 100 100.0%
1階 0.0%
2階 0.0%
3階 1 1.0%
4階 1 1.0%
5階 15 15.0%
6階 10 10.0%
7階 11 11.0%
8階 16 16.0%
9階 7 7.0%
10階 6 6.0%
11階 10 10.0%
12階 4 4.0%
13階 6 6.0%
14階 6 6.0%
15階 3 3.0%
16階 1 1.0%
17階 0.0%
18階 1 1.0%
19階 1 1.0%
20階 0.0%
無回答 1 1.0%

③階数_地下
総数 100 100.0%
1階 21 21.0%
2階 2 2.0%
3階 1 1.0%
無回答 76 76.0%

④土地の権利(１つに○印)
総数 100 100.0%
所有権 94 94.0%
地上権 3 3.0%
借地権 1 1.0%
定期借地権 1 1.0%
無回答 1 1.0%

⑤構造(１つに○印)
総数 100 100.0%
鉄筋コンクリート造（RC造） 56 56.0%
鉄骨鉄筋コンクリート造（SRC造） 39 39.0%
鉄骨造（S造） 4 4.0%
その他 1 1.0%
無回答 0.0%

参考資料６
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

1棟

2棟

3棟

4棟

5棟

無回答

0.0
0.0

1.0
1.0

15.0
10.0

11.0
16.0

7.0
6.0

10.0
4.0

6.0
6.0

3.0
1.0

0.0
1.0
1.0

0.0
1.0

0% 2% 4% 6% 8% 10% 12% 14% 16% 18%

1階
2階
3階
4階
5階
6階
7階
8階
9階

10階
11階
12階
13階
14階
15階
16階
17階
18階
19階
20階

無回答

21.0

2.0

1.0

76.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

1階

2階

3階

無回答

94.0

3.0

1.0

1.0

1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

所有権

地上権

借地権

定期借地権

無回答

56.0

39.0

4.0

1.0

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

鉄筋コンクリート造（RC造）

鉄骨鉄筋コンクリート造（SRC造）

鉄骨造（S造）

その他

無回答



⑫敷地内にある付属施設（すべてに○
印）
総数 100 100.0%
駐車場 77 77.0%
駐輪場 91 91.0%
バイク置き場 59 59.0%
管理室・管理事務所 79 79.0%
管理組合用の郵便受け 78 78.0%
集会室・多目的スペース 28 28.0%
ごみ集積所（資源ごみ以外） 88 88.0%
資源ごみの分別集積所 64 64.0%
エレベーター 91 91.0%
入り口のオートロック 54 54.0%
防災用備蓄倉庫 29 29.0%
CATV設備 72 72.0%
BSアンテナ 58 58.0%
光ケーブルファイバー設備 63 63.0%
宅配ボックス 44 44.0%
子どもの遊び場・休憩広場 11 11.0%
自動警報システム 54 54.0%
防犯カメラ 85 85.0%
その他 5 5.0%
無回答 4 4.0%

９．エレベーター機数
総数 91 100.0%
1機 67 73.6%
2機 20 22.0%
3機 1 1.1%
4機 1 1.1%
5機 0.0%
6機 0.0%
無回答 2 2.2%

問１．管理組合はどのような経緯で設
立されましたか。＜１つに○印＞
総数 100 100.0%
区分所有者が自主的に結成 23 23.0%
分譲会社の指導で書面により結成 13 13.0%
分譲会社の指導で設立総会を開き結 25 25.0%
管理会社の指導で結成 29 29.0%
その他 4 4.0%
管理組合はない 0.0%
無回答 6 6.0%

問２．法人登記をしていますか。＜１つ
に○印＞
総数 100 100.0%
している 9 9.0%
していない 74 74.0%
わからない 9 9.0%
無回答 8 8.0%

問３．マンションの管理者を誰と定めて
いますか。＜１つに○印＞
総数 100 100.0%
管理組合の代表者（理事長など） 82 82.0%
管理組合の代表者以外の区分所有者 0.0%
このマンションの管理会社・分譲会社 10 10.0%
管理者を定めていない 3 3.0%
無回答 5 5.0%

問４．管理組合の集会（総会等）はどの
程度開催していますか。＜１つに○印
総数 100 100.0%
年に数回 17 17.0%
年１回 79 79.0%
ほとんど開催していない 0.0%
その他 2 2.0%
無回答 2 2.0%

77.0
91.0

59.0
79.0
78.0

28.0
88.0

64.0
91.0

54.0
29.0

72.0
58.0

63.0
44.0

11.0
54.0

85.0
5.0
4.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

駐車場

駐輪場

バイク置き場

管理室・管理事務所

管理組合用の郵便受け

集会室・多目的スペース

ごみ集積所（資源ごみ以外）

資源ごみの分別集積所

エレベーター

入り口のオートロック

防災用備蓄倉庫

CATV設備

BSアンテナ

光ケーブルファイバー設備

宅配ボックス

子どもの遊び場・休憩広場

自動警報システム

防犯カメラ

その他

無回答

73.6

22.0

1.1

1.1

0.0

0.0

2.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

1機

2機

3機

4機

5機

6機

無回答

23.0

13.0

25.0

29.0

4.0

0.0

6.0

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

区分所有者が自主的に結成

分譲会社の指導で書面により結成

分譲会社の指導で設立総会を開き結成

管理会社の指導で結成

その他

管理組合はない

無回答

9.0

74.0

9.0

8.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

している

していない

わからない

無回答

82.0

0.0

10.0

3.0

5.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

管理組合の代表者（理事長など）

管理組合の代表者以外の区分所有者

このマンションの管理会社・分譲会社

管理者を定めていない

無回答

17.0
79.0

0.0
2.0
2.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

年に数回

年１回

ほとんど開催していない

その他

無回答



問５．管理組合の集会（総会等）へ区分
所有者はどの程度出席していますか。
ただし委任状による出席は除きます。
＜１つに○印＞
総数 100 100.0%
３／４以上が出席 10 10.0%
１／２～３／４程度が出席 12 12.0%
１／４～１／２程度が出席 42 42.0%
１／４未満が出席 29 29.0%
無回答 7 7.0%

問６．管理組合の理事会や役員会はど
の程度開催していますか。＜１つに○
総数 100 100.0%
理事会、役員会などの組織はない 0.0%
月に１回程度 35 35.0%
年に数回程度 46 46.0%
年に１回程度 5 5.0%
ほとんど開催していない 1 1.0%
その他 11 11.0%
無回答 2 2.0%

問７．総会や理事会や役員会等で決定
した事項の広報について、どのような
方法をとっていますか。
＜すべてに○印＞
総数 100 100.0%
ミニコミ・会報によって各戸へ案内文を
配布している 45 45.0%
マンション内の掲示板に案内文を掲示
している 57 57.0%
その他 20 20.0%
特にしていない 5 5.0%
無回答 3 3.0%

問８．管理規約はどのように作りました
か。＜1つに○印＞
総数 100 100.0%
管理規約はない 0.0%
区分所有者が自主的に作成 18 18.0%
区分所有者以外が作成した案を採用 73 73.0%
その他 4 4.0%
無回答 5 5.0%

問８-２「区分所有者が自主的に作成」
（相談先）
総数 18 100.0%
北区の担当窓口 1 5.6%
北区マンション管理士会 0.0%
東京都（管理アドバイザーなど） 2 11.1%
その他 10 55.6%
無回答 5 27.8%

問８-３「区分所有者以外が作成した案
を採用」（作成者）
総数 73 100.0%
分譲会社 28 38.4%
管理会社 43 58.9%
その他 2 2.7%
無回答 1 1.4%

問１０．管理業務の管理会社への委託
はありますか。＜1つに○印＞
総数 100 100.0%
管理会社にすべて委託している 69 69.0%
管理会社に一部委託している 19 19.0%
委託はしていない（自主管理） 10 10.0%
無回答 2 2.0%

10.0

12.0

42.0

29.0

7.0

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

３／４以上が出席

１／２～３／４程度が出席

１／４～１／２程度が出席

１／４未満が出席

無回答

0.0

35.0
46.0

5.0
1.0

11.0
2.0

0% 10% 20% 30% 40% 50%

理事会、役員会などの組織はない

月に１回程度

年に数回程度

年に１回程度

ほとんど開催していない

その他

無回答

45.0

57.0

20.0

5.0

3.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

ミニコミ・会報によって各戸へ案内文を配

布している

マンション内の掲示板に案内文を掲示し

ている

その他

特にしていない

無回答

0.0

18.0

73.0

4.0

5.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

管理規約はない

区分所有者が自主的に作成

区分所有者以外が作成した案を採用

その他

無回答

5.6

0.0

11.1

55.6

27.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

北区の担当窓口

北区マンション管理士会

東京都（管理アドバイザーなど）

その他

無回答

38.4

58.9

2.7

1.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

分譲会社

管理会社

その他

無回答

69.0

19.0

10.0

2.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

管理会社にすべて委託している

管理会社に一部委託している

委託はしていない（自主管理）

無回答



問１１．どのような業務を委託していま
すか。＜すべてに○印＞
総数 90 100.0%
居住者の入退去など管理業務 68 75.6%
事務管理業務（家賃・管理費等の出
納、予算・決算、組合の運営業務等） 86 95.6%
管理員業務（受け付け、見回り、立ち会
い等） 71 78.9%
清掃業務（建物共用部分の清掃） 83 92.2%
設備管理業務（エレベーター、電気、給
排水衛生設備等の点検） 80 88.9%
その他 7 7.8%
無回答 1 1.1%

問１２．現在の管理会社はどのようにし
て選びましたか。＜1つに○印＞
総数 90 100.0%
当初から居住者が選定 5 5.6%
分譲会社が当初指定した管理会社 50 55.6%
分譲会社が当初指定した管理会社を
区分所有者の意思で変更 14 15.6%
わからない 8 8.9%
その他 10 11.1%
無回答 3 3.3%

問１３．管理人はどのような形態です
か。＜1つに○印＞
総数 100 100.0%
管理人はいない 19 19.0%
居住者の１人が管理人 3 3.0%
定期巡回による管理人 4 4.0%
通勤の管理人 61 61.0%
住み込みの管理人 9 9.0%
その他 2 2.0%
無回答 2 2.0%

問１４．管理人はどの程度滞在していま
すか（週に○日）
総数 81 100.0%
1日 0.0%
2日 1 1.2%
3日 5 6.2%
4日 9 11.1%
5日 23 28.4%
6日 24 29.6%
7日 8 9.9%
無回答 11 13.6%

問１５．マンション管理に関して、管理
組合として取り組んでいることはありま
すか。＜1つに○印＞
総数 100 100.0%
居住者向け学習会の開催 2 2.0%
居住者同士の交流会(花見、飲み会、
イベントなど) 16 16.0%
他マンションとの交流会の開催 0.0%
新聞、雑誌等の購読 3 3.0%
マンションホームページの開設 1 1.0%
その他 8 8.0%
特にない 65 65.0%
無回答 5 5.0%

75.6

95.6

78.9

92.2

88.9

7.8

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100% 120%

居住者の入退去など管理業務

事務管理業務（家賃・管理費等の…

管理員業務（受け付け、見回り、立…

清掃業務（建物共用部分の清掃）

設備管理業務（エレベーター、電…

その他

無回答

5.6

55.6

15.6

8.9

11.1

3.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

当初から居住者が選定

分譲会社が当初指定した管理会社

分譲会社が当初指定した管理会社を区

分所有者の意思で変更

わからない

その他

無回答

19.0

3.0

4.0

61.0

9.0

2.0

2.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

管理人はいない

居住者の１人が管理人

定期巡回による管理人

通勤の管理人

住み込みの管理人

その他

無回答

0.0

1.2

6.2

11.1

28.4

29.6

9.9

13.6

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

1日

2日

3日

4日

5日

6日

7日

無回答

2.0

16.0

0.0

3.0

1.0

8.0

65.0

5.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

居住者向け学習会の開催

居住者同士の交流会(花見、飲み会、…

他マンションとの交流会の開催

新聞、雑誌等の購読

マンションホームページの開設

その他

特にない

無回答



問１６．マンション管理運営にあたり、ど
のような情報がほしいと思いますか。＜
1つに○印＞
総数 100 100.0%
管理組合の設立・運営の仕方 3 3.0%
管理規約の作り方、管理規約の見直し
の方法 1 1.0%
管理会社・管理人の情報 1 1.0%
マンション管理士などアドバイザーの情 2 2.0%
相談窓口の情報 8 8.0%
管理費、修繕積立金等の保管・運営の
仕方 4 4.0%
長期修繕計画の立て方 7 7.0%
長期修繕計画の策定や劣化診断等を
行う調査会社の情報 8 8.0%
修繕、建替等を行う業者の情報 5 5.0%
行政、関係機関が行っている支援策の
情報 22 22.0%
マンション管理に関する法律、制度等
の情報 2 2.0%
特にない 22 22.0%
その他 5 5.0%
無回答 10 10.0%

問１７．マンションの管理の中で問題と
なっていることはありますか。＜すべて
に○印＞
総数 100 100.0%
管理規約の内容が十分でない 7 7.0%
管理に対して非協力的な住民がいる 27 27.0%
管理組合の役員のなり手がいない 39 39.0%
役員が多忙で管理業務に十分対応で
きない 7 7.0%
役員の知識や経験不足のため管理業
務に十分対応できない 18 18.0%
管理会社や管理人が十分に対応でき
ていない 7 7.0%
管理会社への委託業務の内容が不明
瞭である 3 3.0%
管理費、修繕積立金等の滞納が解消さ
れない 14 14.0%
管理費、修繕積立金等の口座が管理
会社や代行名義なので不安である 1 1.0%
区分所有者が住んでおらず、賃貸化さ
れている住戸がある。 23 23.0%
その他 8 8.0%
特にない 27 27.0%
無回答 4 4.0%

問１８．修繕積立金等を行っています
か。＜すべてに○印＞
総数 100 100.0%
毎月徴収している 94 94.0%
入居時の修繕積立基金がある 13 13.0%
必要に応じて徴収している 5 5.0%
その他 5 5.0%
行っていない 0.0%
無回答 3 3.0%

問１８-1「毎月徴収している」根拠は
総数 94 100.0%
長期修繕計画に基づいている 63 67.0%
管理費の一定割合 12 12.8%
分譲時の設定金額 14 14.9%
特に根拠はない 7 7.4%
無回答 8 8.5%

問１９．建物の劣化診断をしたことがあ
りますか。＜1つに○印＞
総数 100 100.0%
ある 55 55.0%
これまでに診断したことはないが、必要
であるので今後は検討したい 26 26.0%
これまでに診断したことはなく、必要で
はあるが当面検討しない 4 4.0%
当面診断の必要はない 8 8.0%
無回答 7 7.0%

3.0

1.0

1.0

2.0

8.0

4.0

7.0

8.0

5.0

22.0

2.0

22.0

5.0

10.0

0% 5% 10% 15% 20% 25%

管理組合の設立・運営の仕方

管理規約の作り方、管理規約の見直しの方法

管理会社・管理人の情報

マンション管理士などアドバイザーの情報

相談窓口の情報

管理費、修繕積立金等の保管・運営の仕方

長期修繕計画の立て方

長期修繕計画の策定や劣化診断等を行う調…

修繕、建替等を行う業者の情報

行政、関係機関が行っている支援策の情報

マンション管理に関する法律、制度等の情報

特にない

その他

無回答

7.0

27.0

39.0

7.0

18.0

7.0

3.0

14.0

1.0

23.0

8.0

27.0

4.0

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

管理規約の内容が十分でない

管理に対して非協力的な住民がいる

管理組合の役員のなり手がいない

役員が多忙で管理業務に十分対応…

役員の知識や経験不足のため管理…

管理会社や管理人が十分に対応で…

管理会社への委託業務の内容が不…

管理費、修繕積立金等の滞納が解…

管理費、修繕積立金等の口座が管…

区分所有者が住んでおらず、賃貸化…

その他

特にない

無回答

94.0

13.0

5.0

5.0

0.0

3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

毎月徴収している

入居時の修繕積立基金がある

必要に応じて徴収している

その他

行っていない

無回答

67.0

12.8

14.9

7.4

8.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

長期修繕計画に基づいている

管理費の一定割合

分譲時の設定金額

特に根拠はない

無回答

55.0

26.0

4.0

8.0

7.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

ある

これまでに診断したことはないが、…

これまでに診断したことはなく、必…

当面診断の必要はない

無回答



問20　耐震診断について、北区の制度
「マンション耐震化支援事業」をご存知
ですか。＜1つに○印＞
総数 100 100.0%
知っていた。利用したことがある 20 20.0%
知っていたが、利用したことはない 37 37.0%
知らなかった 37 37.0%
無回答 6 6.0%

問21　長期修繕計画を立てています
か。＜1つに○印＞
総数 100 100.0%
立ててある 73 73.0%
現在作成中または作成の予定がある 3 3.0%
何年後にどのような工事が必要でいく
ら位かかるかなど、簡単な見通しは 10 10.0%
立てようとしたができなかった 2 2.0%
策定を検討したことがない 1 1.0%
その他 4 4.0%
分からない 3 3.0%
無回答 4 4.0%

問22　これまでに大規模修繕を実施し
たことがありますか。＜すべてに○印
総数 100 100.0%
ない 15 15.0%
外壁修繕工事 79 79.0%
鉄部塗り替え工事 74 74.0%
屋上防水工事 76 76.0%
給水管工事 32 32.0%
排水管工事 20 20.0%
サッシュ取り換え工事（防音・防犯） 7 7.0%
その他 10 10.0%
分からない 0.0%
無回答 5 5.0%

問23　修繕工事にあたって、どのような
資金手当の方法をとりましたか。＜1つ
に○印＞
総数 85 100.0%
すべて修繕積立金でまかなった 66 77.6%
一部臨時収入を行った 6 7.1%
修繕積立金や臨時徴収で不足する分
は融資を受けた 10 11.8%
その他 1 1.2%
無回答 2 2.4%

問23_3「修繕積立金や臨時徴収で不足
する分は融資を受けた」融資先
総数 10 100.0%
銀行 1 10.0%
公庫 3 30.0%
無回答 6 60.0%

問24　今後５年の間に、大規模修繕工
事が必要になると思われるものはあり
ますか。＜すべてに○印＞
総数 100 100.0%
外壁修繕工事 43 43.0%
鉄部塗り替え工事 41 41.0%
屋上防水工事 41 41.0%
給水管工事 23 23.0%
排水管工事 25 25.0%
サッシュ取り換え工事（防音・防犯） 8 8.0%
わからない 6 6.0%
その他 4 4.0%
特にない 22 22.0%
無回答 4 4.0%

20.0

37.0

37.0

6.0

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

知っていた。利用したことがある

知っていたが、利用したことはない

知らなかった

無回答

73.0

3.0

10.0

2.0

1.0

4.0

3.0

4.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

立ててある

現在作成中または作成の予定がある

何年後にどのような工事が必要で…

立てようとしたができなかった

策定を検討したことがない

その他

分からない

無回答

15.0

79.0

74.0

76.0

32.0

20.0

7.0

10.0

0.0

5.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

ない

外壁修繕工事

鉄部塗り替え工事

屋上防水工事

給水管工事

排水管工事

サッシュ取り換え工事（防音・防犯）

その他

分からない

無回答

77.6

7.1

11.8

1.2

2.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

すべて修繕積立金でまかなった

一部臨時収入を行った

修繕積立金や臨時徴収で不足する分は融資

を受けた

その他

無回答

10.0

30.0

60.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

銀行

公庫

無回答

43.0

41.0

41.0

23.0

25.0

8.0

6.0

4.0

22.0

4.0

0% 10% 20% 30% 40% 50%

外壁修繕工事

鉄部塗り替え工事

屋上防水工事

給水管工事

排水管工事

サッシュ取り換え工事（防音・防犯）

わからない

その他

特にない

無回答



問25　大規模修繕工事以外で、防犯、
バリアフリー化などで、今後５年の間に
実施を予定している工事はあります
か。＜すべてに○印＞
総数 100 100.0%
防犯カメラの設置 11 11.0%
オートロックドアの設置 0.0%
共用部分などの段差の解消 3 3.0%
スロープの設置 4 4.0%
手すりの設置 5 5.0%
エレベーターの取替え 4 4.0%
その他 6 6.0%
特にない 61 61.0%
無回答 14 14.0%

問26　大規模修繕工事を行う上で、困
難が予想されることはありますか。＜す
べてに○印＞
総数 100 100.0%
修繕費用が不足する 41 41.0%
工事の必要性に対する区分所有者の
意識が薄い 17 17.0%
工事の実施について、区分所有者の意
見がまとまらない 7 7.0%
修繕工事の必要性の判断が難しい 25 25.0%
管理組合等に工事の知識や経験がな
い・少ない 22 22.0%
適切な工事業者の選定がむずかしい 22 22.0%
長期修繕計画がない 3 3.0%
その他 5 5.0%
特にない 31 31.0%
無回答 6 6.0%

問27　マンション全体の建替えについ
て検討していますか。＜1つに○印＞
総数 100 100.0%
当分検討する必要はない 87 87.0%
近く検討する予定 2 2.0%
かつて検討したが進んでいない 0.0%
現在検討中 0.0%
その他 9 9.0%
無回答 2 2.0%

問28　建替えについて検討が必要な理
由は何ですか。＜すべてに○印＞
総数 13 100.0%
住宅を広くしたいから 0.0%
建物や設備が旧式化しているから 3 23.1%
建物が老朽化し、修繕工事では対応で
きないから 4 30.8%
給・排水設備が古くて故障が多いから 0.0%
建物の耐久性が弱いから 3 23.1%
このままでは修繕費がかさむから 1 7.7%
再開発事業等の計画があるから 0.0%
敷地や容積率にゆとりがあるから 0.0%
その他 2 15.4%
無回答 5 38.5%

問29　建替えを検討する上で困難なこ
とはありますか。＜すべてに○印＞
総数 13 100.0%
区分所有者が建替の必要性を理解し
ていない 2 15.4%
区分所有者による建替検討組織の設
置がむずかしい 4 30.8%
検討、相談を依頼できる専門コンサル
タントが見つからない 1 7.7%
調査や計画づくりの進め方がわからな 4 30.8%
調査や計画作成のための費用がない 1 7.7%
その他 2 15.4%
特にない 0.0%
無回答 5 38.5%

11.0

0.0

3.0

4.0

5.0

4.0

6.0

61.0

14.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

防犯カメラの設置

オートロックドアの設置

共用部分などの段差の解消

スロープの設置

手すりの設置

エレベーターの取替え

その他

特にない

無回答

41.0

17.0

7.0

25.0

22.0

22.0

3.0

5.0

31.0

6.0

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

修繕費用が不足する

工事の必要性に対する区分所有者の意識が…

工事の実施について、区分所有者の意見が…

修繕工事の必要性の判断が難しい

管理組合等に工事の知識や経験がない・少…

適切な工事業者の選定がむずかしい

長期修繕計画がない

その他

特にない

無回答

87.0

2.0

0.0

0.0

9.0

2.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

当分検討する必要はない

近く検討する予定

かつて検討したが進んでいない

現在検討中

その他

無回答

0.0

23.1

30.8

0.0

23.1

7.7

0.0

0.0

15.4

38.5

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

住宅を広くしたいから

建物や設備が旧式化しているから

建物が老朽化し、修繕工事では対応…

給・排水設備が古くて故障が多いから

建物の耐久性が弱いから

このままでは修繕費がかさむから

再開発事業等の計画があるから

敷地や容積率にゆとりがあるから

その他

無回答

15.4

30.8

7.7

30.8

7.7

15.4

0.0

38.5

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

区分所有者が建替の必要性を理解し…

区分所有者による建替検討組織の設…

検討、相談を依頼できる専門コンサル…

調査や計画づくりの進め方がわからない

調査や計画作成のための費用がない

その他

特にない

無回答



問30　住宅以外の用途（店舗等）はあり
ますか。
総数 100 100.0%
住宅以外の用途はない 55 55.0%
住宅以外の部分がある 42 42.0%
無回答 3 3.0%

問30_2「住宅以外の部分がある」区画
総数 42 100.0%
1区画 16 38.1%
2区画 7 16.7%
3区画 7 16.7%
4区画 3 7.1%
5区画 2 4.8%
6区画 0.0%
7区画 2 4.8%
8区画 0.0%
9区画 1 2.4%
10区画 1 2.4%
11区画以上 0.0%
無回答 3 7.1%

問31　住宅以外の用途にはどのような
ものがありますか。＜すべてに○印＞
総数 42 100.0%
店舗 26 61.9%
事務所 22 52.4%
保育施設 2 4.8%
医療施設 8 19.0%
その他 9 21.4%
無回答 1 2.4%

2018年6月15日に施行されました。この
法律についてご存知ですか。＜1つに
○印＞
総数 100 100.0%
内容を知っている 90 90.0%
名称は知っているが、内容は知らない 8 8.0%
知らない 0.0%
無回答 2 2.0%

問33　新法（住宅宿泊事業法）に基づ
き、管理規約に民泊についてルールを
定めていますか。＜1つに○印＞
総数 100 100.0%
定めている 89 89.0%
現在、検討中である 2 2.0%
定めていない 5 5.0%
その他 1 1.0%
無回答 3 3.0%

問34　定めている場合、どのように対応
していますか。＜1つに○印＞
総数 89 100.0%
民泊が実施可能 0.0%
条件付きで民泊が可能 0.0%
民泊は実施できない 80 89.9%
その他 0.0%
無回答 9 10.1%

問35　管理組合または管理会社におい
て、マンションにおける居住者名簿を作
成していますか。＜1つに○印＞
総数 100 100.0%
作成している 76 76.0%
作成していない 16 16.0%
わからない 4 4.0%
無回答 4 4.0%

55.0

42.0

3.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

住宅以外の用途はない

住宅以外の部分がある

無回答

38.1

16.7

16.7

7.1

4.8

0.0

4.8

0.0

2.4

2.4

0.0

7.1

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

1区画

2区画

3区画

4区画

5区画

6区画

7区画

8区画

9区画

10区画

11区画以上

無回答

61.9

52.4

4.8

19.0

21.4

2.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

店舗

事務所

保育施設

医療施設

その他

無回答

90.0

8.0

0.0

2.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

内容を知っている

名称は知っているが、内容は知らない

知らない

無回答

89.0

2.0

5.0

1.0

3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

定めている

現在、検討中である

定めていない

その他

無回答

0.0

0.0

89.9

0.0

10.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

民泊が実施可能

条件付きで民泊が可能

民泊は実施できない

その他

無回答

76.0

16.0

4.0

4.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

作成している

作成していない

わからない

無回答



問38　地域の町会へ加入しています
か。＜1つに○印＞
総数 100 100.0%
マンション全体で地元町会へ加入して 76 76.0%
マンションとしては入っておらず、町会
への加入は各戸の自由 18 18.0%
マンションで１つの自治会をつくってい 3 3.0%
わからない 0.0%
その他 0.0%
無回答 3 3.0%

問39　過去に、居住者のトラブルや
ルール違反などはありましたか。＜す
べてに○印＞
総数 100 100.0%
ごみ出し、分別収集 61 61.0%
ペットの飼育 41 41.0%
廊下、階段など共用部分の使用 38 38.0%
管理費、修繕積立金等の滞納 44 44.0%
駐車 13 13.0%
駐輪 39 39.0%
騒音 42 42.0%
住戸の店舗、事務所等への転用・営業 1 1.0%
賃借人や不在の区分所有者の管理へ
の協力 16 16.0%
賃借人の入居・居住マナー 26 26.0%
夜間・深夜の建物への出入り 6 6.0%
住戸内(専用部分)のリフォーム 10 10.0%
落下物について 19 19.0%
その他 7 7.0%
特にない 8 8.0%
無回答 3 3.0%

問40　過去に、近隣とのトラブルなどは
ありましたか。＜すべてに○印＞
総数 100 100.0%
日照障害 10 10.0%
圧迫感 1 1.0%
工事被害 4 4.0%
ゴミ処理 10 10.0%
生活騒音 14 14.0%
通風阻害 0.0%
採光阻害 2 2.0%
風害 2 2.0%
電波障害 12 12.0%
入居者の生活マナー 8 8.0%
落下物 5 5.0%
コミュニティ（自治活動等） 0.0%
管理体制 2 2.0%
自転車・バイク 5 5.0%
自動車 4 4.0%
その他 8 8.0%
特にない 50 50.0%
無回答 9 9.0%

問41　災害に備え、備蓄・装備している
ものはありますか。＜すべてに○印＞
総数 100 100.0%
食料の備蓄 16 16.0%
飲料水の備蓄 20 20.0%
雨水貯留施設 5 5.0%
救急・避難用の用具 25 25.0%
防災・災害復旧用器具 15 15.0%
自家発電装置 12 12.0%
通信機器 5 5.0%
その他 10 10.0%
特にしていない 48 48.0%
無回答 5 5.0%

76.0

18.0

3.0

0.0

0.0

3.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

マンション全体で地元町会へ加入…

マンションとしては入っておらず、…

マンションで１つの自治会をつくっ…

わからない

その他

無回答

61.0

41.0

38.0

44.0

13.0

39.0

42.0

1.0

16.0

26.0

6.0

10.0

19.0

7.0

8.0

3.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

ごみ出し、分別収集

ペットの飼育

廊下、階段など共用部分の使用

管理費、修繕積立金等の滞納

駐車

駐輪

騒音

住戸の店舗、事務所等への転用・…

賃借人や不在の区分所有者の管…

賃借人の入居・居住マナー

夜間・深夜の建物への出入り

住戸内(専用部分)のリフォーム

落下物について

その他

特にない

無回答

10.0
1.0

4.0
10.0

14.0
0.0
2.0
2.0

12.0
8.0

5.0
0.0
2.0

5.0
4.0

8.0
50.0

9.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

日照障害

圧迫感

工事被害

ゴミ処理

生活騒音

通風阻害

採光阻害

風害

電波障害

入居者の生活マナー

落下物

コミュニティ（自治活動等）

管理体制

自転車・バイク

自動車

その他

特にない

無回答

16.0

20.0

5.0

25.0

15.0

12.0

5.0

10.0

48.0

5.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

食料の備蓄

飲料水の備蓄

雨水貯留施設

救急・避難用の用具

防災・災害復旧用器具

自家発電装置

通信機器

その他

特にしていない

無回答



問42　防災体制はどのようになってい
ますか。＜1つに○印＞
総数 100 100.0%
マンションとして自主防災組織を結成し
ている 17 17.0%
自主防災組織はないが、居住者の役
割分担は決まっている 6 6.0%
マンションとしての体制はないが、地域
の防災組織には参加している 16 16.0%
マンションとしての体制はなく、地域の
防災組織にも参加していない 26 26.0%
設備などに対して損害保険を付保して
いる 28 28.0%
その他 3 3.0%
無回答 4 4.0%

問43　防犯体制はどのようになってい
ますか。＜1つに○印＞
総数 100 100.0%
入居者の有志による見回りなどを実施
している 1 1.0%
管理人が見回りを実施している 31 31.0%
防犯カメラやオートロックが付設されて
いるので、見回りは行っていない 51 51.0%
防犯カメラやオートロックは付設されて
おらず、見回りも行っていない 4 4.0%
設備などに対して損害保険を付保して
いる 4 4.0%
その他 6 6.0%
無回答 3 3.0%

17.0

6.0

16.0

26.0

28.0

3.0

4.0

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

マンションとして自主防災組織を…

自主防災組織はないが、居住者…

マンションとしての体制はないが、…

マンションとしての体制はなく、地…

設備などに対して損害保険を付保…

その他

無回答

1.0

31.0

51.0

4.0

4.0

6.0

3.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

入居者の有志による見回りなどを実

施している

管理人が見回りを実施している

防犯カメラやオートロックが付設され

ているので、見回りは行っていない

防犯カメラやオートロックは付設され

ておらず、見回りも行っていない

設備などに対して損害保険を付保し

ている

その他

無回答


